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１．学校施設を取り巻く環境                       

（1）学校施設の役割 

  学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場であり、公教育を支える基本的施 

設となっています。また、地域のコミュニティの拠点として生涯にわたる学習、 

文化スポーツなどの活躍の場として利用される身近な公共施設であるととも 

に、災害発生時には地域の避難所としての役割を果たす多機能かつ重要な施 

設となっています。 

 このような学校施設の役割を踏まえ、児童生徒の安全を守り、安心で機能的 

かつ豊かな教育環境を確保するとともに地域住民の安全と安心の確保に資す 

ることを目的として、地方公共団体の創意工夫を生かしながら学校施設の整 

備を進めていく必要があります。 

 

（2）国の学校施設整備基本方針 

  国の「公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本方針（令和 

3 年 4 月改正）」には、次の 5項目に留意し、学校施設の整備を進めることが 

重要との記載があります。 

①老朽化対策を図る整備 

 ・安全性を最優先として、施設の長期的な使用を図るための改修（長寿命化 

改良） 

 ・従来の改築中心の整備から長寿命化改良への移行 

 ・予防改修を積極的に実施する 

 ・教育環境の質的向上を図るとともに、現代の社会的要請に応じた整備を 

行うこと 

 ・単一の学校施設の老朽化対策のみにとどまらない幅広い視点からの整備 

②新時代の学びを支える安全・安心な教育環境の確保を図る整備 

災害や感染症等の発生時においても児童生徒等が不安なく学びを継続する 

ことができるようにするため、安全・安心な教育環境を確保することが不可 

欠である。 

・耐震性の確保 

・防災機能の強化 

・バリアフリー化 

・衛生環境の改善 

・空気調和設備の整備 

・防犯対策など安全性の確保を図る整備 

③教室不足の解消等を図る整備 

 ・必要な水準を安定的に確保することが重要 

 ・新増築整備のみならず、既存施設を大規模改修して活用するなど、多様 

  な手法を検討する 
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④教育環境の質的な向上を図る整備 

  ・様々な社会的要請を踏まえ、これに適切に対応するために教育環境の質 

的な向上を図ることが必要 

⑤施設の特性に配慮した教育環境の充実を図る整備 

  ・産業教育施設、幼稚園施設、学校給食施設、スポーツ施設 

 

（3）国の学校施設整備に関する予算の動向 

 ①国の予算額の動向 

  国の公立学校施設整備費予算額は、平成 24年度の 3,859 億円をピークに、 

その後は減少傾向となっていましたが、近年は、経済対策、老朽化対策、物 

価変動の反映等による建築単価改訂の影響などにより増加傾向にあります。 

また、次のように当初予算に年度途中で補正予算を積み増す傾向にあり 

ます。 

   令和 3 年度 総額 2,000 億円（当初 688 億円、補正 1,312 億円） 

   令和 4 年度 総額 2,000 億円（当初 688 億円、補正 1,312 億円） 

   令和 5 年度 総額 1,890 億円（当初 687 億円、補正 1,203 億円） 

   令和 6 年度 総額 2,241 億円（当初 683 億円、補正 1,558 億円） 

   令和 7 年度 総額 2,757 億円（当初 681 億円、補正 2,076 億円） 

  国の予算動向に対応した機動的な対応が求められています。 

 

②国費の充当割合 

  公立学校の施設整備には、義務教育諸学校等の施設補の国庫負担当に関 

する法律に基づき、公立学校施設整備費負担金と学校施設改善交付金によ 

り、国庫補助があります。 

  〇負担金：校舎等の新増築（負担割合：原則 1/2） 

  〇交付金：老朽化対策等大規模改造、改築等（算定割合：1/3～1/2） 

しかしながら、国の基準単価と実勢単価の差額の影響等により、事業費全 

体にかかる国費の充当割合は、実質的には 4分の 1程度に止まる傾向にあ 

ります。 
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２．直方市の学校施設の現状                        

（1）直方市学校施設等長寿命化計画 

  令和元年 5月に、「直方市学校施設等長寿命化計画」を策定しています。 

  この計画は、「直方市公共施設等総合管理計画」の分野別個別施設計画の１ 

つとして定められたものです。直方市の小中学校の実態を把握及び分析し、直 

方市の実情に即した学校施設の整備の基本的な方針や施設整備の水準につい 

て示し、それが効率的かつ効果的に実施されることを目的としています。同時 

に、本計画は、改築・改修等に関する優先順位付けの考え方を整理し、財政負 

担の軽減やコスト平準化を図ることも目指した計画となっています。 

  本計画の対象施設は、65 棟あります。（※倉庫、部室、給食室等、概ね 200 

 ㎡以下の建物は本計画の対象外です。） 

 

（2）建築年度別の整備状況 

  直方市には、小学校 11 校、中学校 4校の 15 校があります。 

  1965（昭和 40）年から 1985（昭和 60）年の間に、多くの校舎等が建設され 

ており、今後これらの校舎等について建替えや改修の検討が必要となります。 

  

直方市学校施設等長寿命化計画（令和元年 5月） 
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（3）部位別劣化状況 

 

（Ａ：概ね良好、Ｂ：部分的に劣化、Ｃ広範囲に劣化、Ｄ：早急に対応必要） 

 

直方市学校施設等長寿命化計画（令和元年 5月） 
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（4）学校別の評価結果 

 

 
直方市学校施設等長寿命化計画（令和元年 5月） 
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３．直方市の学校施設の課題                       

（1）老朽化への対応 

 近年の学校施設の整備は、限られた財源の中、児童生徒や教職員の安全に直 

結する建物の構造体の耐震化や、衛生面・バリアフリー化・防災機能の強化な 

どの観点からトイレの洋式化を優先して実施してきました。 

 その結果、策定した「直方市学校施設長寿命化計画」どおりの整備改修は一 

部の実施に止まっており、屋上防水・外壁・体育館屋根・体育館床の経年劣化 

は進み、老朽化対策は喫緊の課題となっています。 

 

・屋上防水の劣化が確認される箇所 

 

・外壁や防水の劣化により雨漏りがしている箇所、外壁劣化の箇所 
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・将来的に危険の発生が予測される主要な修繕箇所（金額は概算） 

学校区分 箇所 税込概算金額 状況 

小学校 体育館屋根※1 150,405,640 屋根の劣化のための雨漏り 

小学校 体育館屋根※2 199,236,840 屋根の劣化のための雨漏り 

中学校 体育館屋根 162,057,280 屋根の劣化のための雨漏り 

小学校 校舎屋根 38,212,900 防水層劣化。数年中に雨漏りの恐れ 

小学校 体育館床 4,807,000 塗装の摩耗による劣化 

小学校 体育館床 5,473,600 塗装の摩耗による劣化 

小学校 体育館床 5,539,600 塗装の摩耗による劣化 

 

 

 ・「直方市学校施設等長寿命化計画」の対象外だが、整備改修が必要なもの 

学校区分 箇所及び内容 金額 

全学校 体育館エアコン設置 3,000 万円～5,000 万円／1校あたり 

全学校 特別教室エアコン設置 200 万円～300 万円／1教室あたり 

全学校 校舎内ＬＥＤ化工事  

全学校 体育館ＬＥＤ化工事 200 万円～300 万円／1校あたり 

小学校 給食室改修  
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（2）多様なニーズへの対応 

  学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であるとともに、地域活動の場とし 

ても利用される身近な公共施設であるため、つぎのような施設の充実が求め 

られています。 

 〇教育環境の質的向上 

  ・多様な教育活動 

  ・小人数による指導 

  ・一人一台端末環境下での情報通信技術の活用 

  ・他の公共施設との複合化や共用化 

 〇防災機能の強化 

  ・災害発生時の地域の避難所 

  ・トイレ、空気調和設備、非常用電源等 

 〇バリアフリー化 

  ・障がいのある児童生徒への対応 

  ・災害発生時の地域の避難所 

  ・車椅子使用者用トイレやスロープの設置 

 〇衛生環境の改善 

  ・感染症対策 

  ・様式、乾式のトイレ整備 

  ・ドライシステムの学校給食施設の整備 

 〇防犯対策などの安全性の確保 

  ・不審者侵入の防止等、児童生徒等を犯罪から守るための防犯対策 

 

（3）学校の小規模化への対応 

 今後、少子化の進行に伴う児童生徒数の減少が予想される中、学校の小規模 

化が進むと見込まれるため、施設整備を行う上で考慮すべき課題となってい 

ます。 
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４．今後に向けて                             

（1）老朽化対策を図る整備 

  中長期的な維持・改築等に係るトータルコストを縮減・予算の平準化を実現 

するため、適切な時期に長寿命化改修を実施し、目標とする耐用年数まで使用 

できるように取組みます。ただし、建築から 40 年以上が経過し目標耐用年数 

までの期間が少なく老朽化が著しい建物については、かえって財政負担が増 

加する可能性があることから、その時の財政状況や費用対効果、有利な国費の 

活用等を検証しながら長寿命化改修の実施の有無や対策を検討していきます。 

 

（2）新時代の学びを支える安全・安心な教育環境の確保を図る整備 

  学校は、児童生徒や教職員が長時間過ごす場所であり、施設が原因となる事 

故等を防止し、安全・安心を確保することが何より重要です。近年の猛暑や感 

染症の拡大防止のために、空調設備やトイレの改修を進めていきます。 

 また、近年近隣の学校でも校舎外壁の落下する事案が発生しています。快適 

性の確保だけでなく、安全・安心の確保につながる改修等も計画的に進めてい 

きます。 

 

（3）教室不足の解消等を図る整備 

  国の方針に基づく中学校 35 人学級の段階的実施や、特別支援学級の増加等 

により、教室数が不足する学校が発生する可能性があります。必要に応じて特 

別教室の転用などにより教室数の確保に努め、必要な水準を安定的に確保す 

ることに努めます。 

 

（4）教育環境の質的な向上を図る整備 

  学習指導要領の改訂や情報通信技術の活用等の教育内容・教育方法等の変 

化に対応する教育環境の質的な向上を図ることが重要です。一人一台端末環 

境を支える教室環境の整備を図るため、校内通信環境の整備に努めます。 

 また、太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの導入等、脱炭素社会の実 

現に寄与するための取組みも行います。 

 

（5）施設の特性に配慮した教育環境の充実を図る整備 

  給食施設については、床のドライ化や老朽化した施設の改修に相当の年数 

と経費が必要となります。プール等の体育施設についても、通常の維持費のほ 

か、老朽化による改修が必要となってきます。より良い教育環境を持続的に提 

供していくために、教育内容や経費面等の総合的な視点で、様々な検討を行っ 

ていきます。 
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※「直方市学校施設等長寿命化計画」の見直し 

  現在の「直方市学校施設等長寿命化計画」には、次のとおり問題があると考 

えています。 

 ・策定（令和元年 5月）から一定年数が経過した。 

 ・長寿命化計画作成後、計画通りに改修等の実施ができていない。 

 ・学校施設のうち、200 ㎡以下の建物（給食室、倉庫等）が、計画に含ま 

  れていない。 

 ・計画作成時、校規模適正化や学校の統廃合のことが考慮されておらず、 

  現状の学校施設のほとんどを維持する前提での計画である。 

 ・計画通りの実施ができていたとしても、財政面からの更新投資可能額に 

収まっていない。（下図「今後の維持・更新コスト（長寿命型）」参照） 

  ・計画作成時より、原材料費や光熱水費の大幅な高騰がみられ、維持・更 

新コストの再計算が必要である。 

 

  そのため、「直方市学校施設等長寿命化計画」につき、見直しを実施する必 

要があると考えております。直方市公共施設総合管理計画における学校教育 

系施設の方針や、公共施設の移管・削減目標を確認しつつ、また、学校規模適 

正化の取組みに合わせ、時期を逃さぬよう「直方市学校施設等長寿命化計画」 

の見直しに取組みます。 

 

 
直方市学校施設等長寿命化計画（令和元年 5月） 


